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日本は２００６年をピークに人口減少社会を迎えると予想されており、今後は災害危険度の低い安全な地域へと長

期的な人口誘導を図ることが重要だと考えられる。本研究では、人口減少社会における活断層近傍の土地利用誘導策に関する研究
を行った。まず活断層と人口・建物のGISデータベース化した。次に活断層近傍に断層ゾーンを設定した際のゾーン内の人口・建物
分布を算出し、活断層タイプに応じた分布についてこれを分析した。次に、活断層情報の周知や土地利用規制などの土地利用誘導

策によって影響を受ける人口の将来的な推計を行い、これらの施策の効果も検討した。

はじめに

・人口減少により，全国的
に空地化が予想される．
・今後は災害の危険性の
高い地域から、安全な条
件の地域へと長期的な人
口誘導を図ることが重要

望ましい土地利用誘導策とは

活断層近傍の土地利用
誘導策の可能性とその影
響度を検討する必要があ
る。

１．背景と目的

２．研究の方法

３．活断層分布
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将来的な全国人口推計

50年後の日本の
総人口は現在の
約70%にまで減少！

活断層近傍に暮らす住民の危機管理意識に

関する調査（川西、２００６により）
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タイプ別の活断層分布

日本全国の活断層帯の長さを，

活断層タイプ別，地域ブロック

別と活断層タイプ別に算出し

た。今回用いた活断層データ
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断層ゾーンの設定方法

これは人口・建物
データを持った
1kmメッシュ，活
断層（赤線），断層
ゾーンを重ね合わ
せた様子である．
紫のメッシュ，オレ
ンジのゾーンが人
口・建物が存在し
ていることを表し
ている．

活動度・確実度別に見た分布傾向
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・既存建物の強制移転 ・移転への補助
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活断層近傍の土地利用誘導策に関する研究
A Study on Land Use Control Plan near Active Faults in Depopulating Society

本研究では人口減少社会における活断層近傍の土地利用誘導策に関する研究を行った。活断層近傍地域の人
口・建物数を算出し，活断層タイプや都道府県による偏り，上盤・下盤での近傍人口の違いを分析した。また土地利用誘導策を実施す
る断層近傍ゾーン内での人口・木造住宅数の将来的な動向も推計し，土地利用誘導策の効果も検討した。今後の課題は，土地利用誘導
策に対する住民側の意向や社会的影響に関する検討である。
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まとめと今後の課題

４．活断層近傍の人口・建物分析
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４－２．ゾーン幅に応じた影響人口の変化

カリフォルニ
アの事例と同
様の幅0.4Kmに
加えてゾーン
のケース幅を
0.8Km,2Km,4K
mと増やしてい
くと、ゾーン
内の人口はそ
れぞれ総人口
の2.3％,4.5％，
10％,18％とほ
ぼ比例して増
加した。

４－３．縦ずれ断層の上盤，下盤での人口分布

考慮すべき断層ゾーンの幅

上盤 ＞ 下盤下盤

５．活断層近傍の土地利用誘導策の検討
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横ずれ断層は総
断層長の4％を占
めるのに対し、人
口存在率は0.4％
と非常に少ない。
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傍にはあまり人々
が居住していない
ことが分かる。
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一般に横ずれ断層よりも縦ずれ断
層が地表に出現する断層の位置の
不確実性が高いと言われている。ま
た縦ずれ断層では、下盤側よりも上
盤側で揺れや変位が大きく、被害も
大きい。

５－１．今後の日本での木造住宅数の動向
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京都府：総人口の約１割が
活断層近傍0.4Km内に居住
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大阪府よりも、京都
府や長野県、兵庫
県で活断層近傍に
居住する人口の割
合が大きいことがわ
かる。ただし、日本
の中で最も比率の
高い京都府でも活
断層近傍に居住す
る住民は人口の１
割に満たない。

・断層ゾーンは概ね，
幅1/4マイル(0.4km)程度

・活断層近傍での，建物建設時のセットバック
・不動産売買時の，活断層情報の告知義務

全国で約5.8万戸と推計され，これは全国の住宅数の0.3％である．これらの地
域で情報開示や中古住宅・新規購入への規制をしても，社会的影響は限定的
で，制度の実現可能性は高いと考えられる。


